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研究要旨 

日本における子宮頸がんによる死亡数は、人口動態統計によれば 2012 年には 2,712 人であっ

た。日本ではがんの罹患や死亡を把握するための全国規模のがん登録システムが無かったため、

子宮頸がんの罹患や死亡の動向を客観的に把握することを困難にしてきた。我々は神奈川県悪

性新生物登録事業データ（以下、神奈川県地域がん登録データ）の分析を行い、前年度に引き続

き神奈川県における子宮頸がんの罹患・死亡数の動向を詳細に検討した。また、神奈川県地域が

ん登録データ中に「子宮がん」と登録され、子宮頸がんあるいは子宮体がんの分類がされていな

い症例（以下、「子宮がん（未分類）」）を 1998 年から 2008 年の 11 年分の診療録に遡って再分類

することも試みた。 

子宮頸がんの罹患数は、神奈川県地域がん登録データが利用可能な 1985 年以降、浸潤がん

において減少はみられず横ばいであり、上皮内がんの罹患登録数は観察期間中 30 歳以上の年

齢層で増加していた。また、「子宮がん（未分類）」の再分類は、対象とした期間中の 730 例中 608

例（83.2％）の調査票を回収したところ、実際は子宮頸がんであったものが 92 例(12.6%)であった。 

 

A. 研究目的 

日本の子宮頸がんによる死亡は、人口動

態統計によれば 2012 年に 2,712 人であった
1)。日本では現在まで全国規模のがん登録

システムがなかったために、子宮頸がんを含

めたがんの罹患や死亡に関する情報は国立

がん研究センターがん情報センターにより全

国推計値が報告されてきた。子宮頸がんの

罹患・死亡の減少には、第二次予防対策で

ある細胞診による子宮頸がん検診が有効で

あり、アメリカ 2)・台湾 3)・東欧を除くヨーロッパ

諸国 4)・オーストラリア 5)などでは有効な組織

型検診が導入された効果により、子宮頸が

んの罹患率・死亡率を順調に減らしてきた。

しかし日本では現在も検診受診が低迷して

いるため、子宮頸がんによる罹患数・死亡数
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が減少せず、むしろ増加している。より精度

の高い検診手法としての HPV 併用検診や、

第一次予防（特異的予防）としてのヒトパピロ

ーマウイルスワクチンなどを含めた総合的な

予防対策の効果・可能性を検討し、効率的

な子宮頸がん予防対策の方向性を決定する

ためには、現時点の日本の子宮頸がんの罹

患・死亡に関する実態の客観的把握が必要

である。 

また、子宮頸がんの罹患・死亡の実態把

握を困難にする、地域がん登録データに「子

宮がん」と登録され、子宮頸がんまたは子宮

体がんの分類がなされていない症例（以下、

「子宮がん（未分類）」）の存在は、日本だけ

ではなく多くの国で子宮頸がんの統計に影

響を与えてきた。フランスでは子宮原発のが

んによる死亡統計の約 60%が「子宮がん（未

分類）」であるとされる 6）。他ヨーロッパ諸国で

も国により差はあるが、同様に子宮原発のが

んの約 30%が「子宮がん（未分類）」であると

いう 7）。日本では 1970 年代に 60%を超えてい

た「子宮がん（未分類）」の割合は、2012 年の

死亡統計においては 21%にまで減少した 1）。

しかし、子宮原発のがんの 5 人に 1 人は子宮

頸がんか子宮体がんかわかっていないという

ことは死亡統計全体に影響を及ぼしかねな

い。「子宮がん（未分類）」と診断される経緯

や再分類可能性についても、実態調査をす

る必要がある。 

これらの問題について、日本国内で最大

規模の人口を擁し、長期にわたる地域がん

登録が行われてきた神奈川県地域がん登録

データを用いて、子宮頸がんによる罹患数・

死亡数について実態情報の検討を行った。 

 

B. 研究方法 

神奈川県悪性新生物登録事業（以下「神

奈川県地域がん登録」）は、神奈川県の事業

として行われている。神奈川県は 2013 年 12

月 1 日時点で人口 908 万人（日本人口の

7％）であり 8）、東京都に次ぐ巨大な人口を擁

している。神奈川県地域がん登録は、1975

年に開始され、1985 年以降のデータが現在

利用できる。神奈川県地域がん登録の実務

は神奈川県医師会を通じ、神奈川県立がん

センター臨床研究所に委託されている。今

回調査では、神奈川県悪性新生物登録デ

ータ（非公開）を用いて以下の調査を行っ

た。 

1. 1985 年 1 月 1 日～2011 年 12 月 31 日の

間に登録されている「子宮頸がん」の、年

齢階級別罹患数・死亡数の推移を調査

した。 

2. 1998 年 1 月 1 日～2008 年 12 月 31 日の

登録症例のうち、「子宮がん（未分類）」と

登録されていた症例について遡り調査と

分析を行った。 

（倫理面への配慮） 

本研究において、神奈川県悪性新生物

登録データの利用は、神奈川県立がんセン

ター臨床研究所がん予防・情報学部を通じ

て神奈川県保険福祉局保険医療部より許可

を得て、データの閲覧利用を行った。 

 

C. 研究結果 

1. 神奈川県地域がん登録に登録されてい

る子宮頸がんの年齢階級別罹患数・死

亡数の推移 

1985 年 1 月 1 日～2011 年 12 月 31 日ま

での 27 年間に神奈川県地域がん登録に

15,980 例の子宮頸がん症例（上皮内がん含

む）が登録されていた（表1および表2）。この

うち浸潤子宮頸がんは 11,049 例で、上皮内

がんは 4,931 例であった。浸潤子宮頸がん
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は毎年 400～450 例が新規に診断・登録され

ており、経年的に登録症例数は横ばいであ

った。しかし上皮内がんは 1985～89 年には

536 例であったものが、全年齢層で経年的に

症例の増加が見られており、2005～09 年の

5 年間には 1,382 例と増加していた。 

浸潤子宮頸がんによる死亡数は、対象と

なった 1985 年 1 月 1 日～2011 年 12 月 31

日の間に 3,566 例であった（表 3）。神奈川県

では 1990 年以降、毎年 120～150 例の子宮

頸がんによる死亡症例が登録されていた。

死亡症例数の増加は 30-49 歳の年齢層およ

び 50 歳以上の群で大きかった。 

2. 「子宮がん（未分類）」と登録されている

症例の遡り調査 

1998 年 1 月 1 日～2008 年 12 月 31 日ま

での 11 年間に神奈川県地域がん登録に「子

宮がん（未分類）」と登録されている症例は

730 例であった。これら症例について、届け

出元施設に対し「補充票」という遡り調査票

を送付し、診療録の照会による再分類を依

頼した。   

2013 年 4 月までの 608 症例（83.2％）に

返信があった。補充票の返送により、264 例

（36.2％）が再分類された。再分類の結果、

子宮頸がんであったものが 92 例（12.6％）、

子宮体がんであったものが 172 例（23.6％）

であった。補充票の返送がありながら再分類

できなかった 466 例（63.8％）のうち、法的な

診療録保存期限が超過したために診療録が

すでに廃棄されており、診療録から情報が

得られなかったものが 143 例(19.6%)であった。

また「子宮肉腫」を「子宮体がん」とせず、「子

宮がん」に分類していたものが 82 例(11.2%)

であった。 

 

D. 考察 

今回の我々の調査では、1985 年～2011

年の 27 年間の神奈川県地域がん登録デー

タを引き続き分析することによって、年間約

450 症例の浸潤子宮頸がんの罹患および年

間約 120～250 症例前後の上皮内がんの罹

患と、年間約 150 症例前後の浸潤子宮頸が

んによる死亡が報告されており、調査期間を

通じて減少していないこと、上皮内がんでは

増加傾向にあることが示された。 

また、「子宮がん（未分類）」については、

730 例中 92 例(12.6%)が実際は子宮頸がん

であったことが明らかになった。 

今回調査対象の 27 年間は、全国的にも

子宮頸がん検診受診率の低下に伴う子宮頸

がんの罹患率の増加が指摘されるようになっ

てきた時期を含む。子宮頸がん検診受診率

と子宮頸がんの死亡率は強い負の相関関係

があることは各種報告により明らかである 9)。

検診受診率向上のために、従来のような受

診勧奨方法を見なおし、フィンランド等で行

われているように未受診者には個別に受診

の再勧奨を行う 10)などいった介入も検討する

余地があるだろう。 

「子宮がん（未分類）」の問題は、どこの国

でも子宮頸がんや子宮体がんの罹患と死亡

の統計に影響を与える共通の課題である。

韓国の Shin らによれば、1993 年から 2002 年

の韓国の地域がん登録データでは子宮頸が

んの罹患率が減少しているにも関わらず、同

じ期間の死亡率が全国的な死亡統計におい

て増加しているという乖離を補正すると死亡

率は減少していたと報告している 11)。つまり、

「子宮がん（未分類）」の取り扱いによっては、

子宮頸がんの罹患実態はミスリードされる可

能性があるということである。「子宮がん（未

分類）」の再分類を行い、できるだけ子宮頸
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がんの罹患・死亡の実態を把握しようとする

試みは特に2000年ごろからなされており、主

に年齢層別の罹患率を各年齢層の「子宮が

ん（未分類）」症例数に乗じて子宮頸がん患

者数を算出するものである 12)。より実態に近

い数値を算出するために、韓国の Shin らは

各症例について、死亡診断が「子宮がん（未

分類）」であっても、罹患情報に「子宮頸がん」

とあるものについては死亡診断を「子宮頸が

ん」と修正する試みを報告している 11)。またフ

ランスの Rogel らはがん登録の症例を死亡統

計とのマッチングを行い、実際は「子宮頸が

ん」であった症例のうち 40%が地域がん登録

データ上「子宮がん（未分類）」とされていた

ことを報告した 6)。日本では日本産科婦人科

学会が 2010 年 6 月に「子宮がん（子宮癌）と

いう用語を廃するための要望書」１３）を提出す

るなど、罹患・死亡統計をミスリードする可能

性のある用語を使用しないよう呼びかけてお

り、今後は「子宮がん（未分類）」という診断は

減少していくものと期待される。日本では医

療機関へのアクセスが比較的容易であること

から「診断がつかないまま死亡する」ケース

は限られると考えられる。実際我々の調査で

は、診療録に遡ることができれば再分類が可

能なケースが多く含まれていた。 

今回の「子宮がん（未分類）」の遡り調査

には限界もある。2013 年 12 月に「がん登録

推進法」が国会で可決され、2015 年から施

行される。医療機関にがん症例の情報につ

いて報告義務が生じる。しかし現在までは地

方自治体の努力義務であった地域がん登録

は、病院により症例の報告率に差があるため、

神奈川県地域がん登録に報告されていなか

った症例については遡り調査ができていな

い。今後の症例に関する悉皆性には一定の

保障はあるが、長期時系列データとしての比

較を可能にするため、過去のデータの精度

を高めるための努力は継続される必要があ

る。 

E. 結論 

神奈川県における 27 年間のデータによ

れば、子宮頸がんの罹患数・死亡数につい

て浸潤子宮頸がんは減少せず、また上皮内

がんは増加していた。「子宮がん（未分類）」

について、子宮頸がんであると再分類できた

ものは 730 例中 92 例（12.6％）であったが、

法的な診療録の保存期間を過ぎたために照

会不能となっていた症例が多かった。 
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なし 
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2011 年） 
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2010～2011 年のデータは症例登録中．

．神奈川県地域がん登録データにおける
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神奈川県地域がん登録データにおける浸潤子宮頸がん

年のデータは症例登録中．

．神奈川県地域がん登録データにおける子宮頸部上皮内がん

年のデータは症例登録中．

．神奈川県地域がん登録データにおける浸潤子宮頸がんによる死亡数

子宮頸がんの罹患症例数の経年的推移
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